
第 48 期 決 算 公 告 

東京都港区東新橋1-5-2 

全日空商事株式会社 

代表取締役社長 西村 健 

貸借対照表 

2018年（平成30年）３月31日現在 

（単位：百万円） 
 

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

流動資産 30,721 流動負債 20,536 

現金及び預金 760 買掛金 7,486 

受取手形 352 短期借入金 5,949 

売掛金 7,175 一年内返済長期借入金 380 

未収金 2,635 リース債務 822 

割賦未収金 224 未払金 3,996 

リース投資資産 6,277 連結納税未払金 74 

商品 3,000 未払費用 84 

短期貸付金 7,872 未払法人税等 116 

前払金 607 前受金 597 

立替金 1,484 預り金 3 

前払費用 123 前受収益 624 

繰延税金資産 203 賞与引当金 391 

その他の流動資産 58 その他の流動負債 10 

貸倒引当金 △53    

固定資産 11,895 固定負債 7,621 

有形固定資産 453 長期借入金 1,300 

社用資産 191 長期未払金 91 

建物 74 リース債務 4,839 

車両運搬具 0 長期預り金 350 

工具器具及び備品 89 長期前受収益 1 

土地 15 退職給付引当金 510 

建設仮勘定 12 役員退職慰労引当金 107 

リース資産 0 繰延税金負債 419 

賃貸資産 261 その他固定負債 0 

賃貸用建物 148    

賃貸用構築物 1    

賃貸用車両運搬具 104 負債合計 28,157 

賃貸用工具器具備品 8 純資産の部 

無形固定資産 921 株主資本 12,105 

電話加入権 10 資本金 1,000 

ソフトウェア 812 利益剰余金 11,105 

ソフトウェア仮勘定 97 利益準備金 250 

その他の無形固定資産 0 その他利益剰余金 10,855 

投資その他の資産 10,520 別途積立金 3,400 

投資有価証券 4,490 繰越利益剰余金 7,455 

関係会社株式 4,982    

出資金 155 評価・換算差額等 2,354 

長期貸付金 1,340 その他有価証券評価差額金 2,352 

差入保証金 23 繰延ヘッジ損益 2 

破産更生債権等 0    

長期前払費用 6    

貸倒引当金 △478 純資産合計 14,459 

資産合計 42,617 負債・純資産合計 42,617 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損益計算書 

自 2017年（平成29年）４月１日 

至 2018年（平成30年）３月31日 

（単位：百万円） 
 

科目 金額 

売上高   61,256 

売上原価   53,204 

売上総利益   8,052 

販売費及び一般管理費   7,676 

営業利益   375 

営業外収益    

受取利息及び配当金 821  

その他 188 1,010 

営業外費用    

支払利息 26  

貸倒引当金繰入額 91  

その他 23 141 

経常利益   1,244 

特別利益    

投資有価証券売却益 89 89 

特別損失    

投資有価証券評価損 223 223 

税引前当期純利益   1,110 

法人税、住民税及び事業税 262  

法人税等調整額 △43 218 

当期純利益   891 

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

(1）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社及び関連会社株式・・・・・移動平均法による原価法 

その他有価証券 

・時価のあるもの・・・・・・・・当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

・時価のないもの・・・・・・・・移動平均法による原価法 

 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法 

（但し、輸出入物販業は個別法による原価法） 

 なお、収益性が低下した棚卸資産については、貸借対照表価額を切り下げております。 

 

(2）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産・・・・・・・・・・定率法（但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並

びに平成28年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物については定額

法） 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物       ３年～60年 

構築物      10年～20年 

車両運搬具       ６年 

工具器具及び備品 ２年～20年 

 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・定額法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

自社利用のソフトウェア ５年 

 

③ 賃貸資産・・・・・・・・・・・・リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の見積処分価額を残存価額と

する定額法 

 

(3）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金・・・・・・・・・・・売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

② 賞与引当金・・・・・・・・・・・従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額

を計上しております。 

 

③ 退職給付引当金・・・・・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しております。過去勤務費用は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しております。数理

計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理し

ております。 

 

④ 役員退職慰労引当金・・・・・・・役員及び執行役員への退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業

年度末日の支給見積額を計上しております。 
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(4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① リース取引の処理方法 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については通常の売買取引に係る会計処理によっております。 

 

② ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務について

は、振当処理を行っております。 

 

③ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、当事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

 

④ 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

⑤ 割賦販売契約に基づくリース取引は延払基準を採用しております。 

 

⑥ 連結納税制度の適用 

 ＡＮＡホールディングス株式会社を連結親法人とする連結納税制度を適用しております。 

 

 

【会計方針の変更】 

該当事項はありません。 

 

 

【貸借対照表に関する注記】 

(1）有形固定資産の減価償却累計額 2,077百万円 

 

(2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 9,496百万円 

長期金銭債権 940百万円 

短期金銭債務 7,068百万円 

長期金銭債務 1,300百万円 

 

 

【税効果会計に関する注記】 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金超過額 119百万円 

匿名組合投資損失否認 28百万円 

未払事業税 20百万円 

未払社会保険料等 14百万円 

貸倒引当金超過額 11百万円 

棚卸資産評価損 3百万円 

未払事業所税 2百万円 

繰延ヘッジ損失 3百万円 

一括償却資産償却超過額 1百万円 

その他 2百万円 

繰延税金資産（流動）合計 208百万円 

繰延税金負債（流動）  

繰延ヘッジ利益 4百万円 

 その他 0百万円 

繰延税金負債（流動）合計 4百万円 

繰延税金資産（流動）の純額 203百万円 
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繰延税金資産（固定）  

投資有価証券評価損 363百万円 

退職給付引当金超過額 255百万円 

貸倒引当金超過額 140百万円 

ゴルフ会員権評価損 38百万円 

役員退職慰労引当金超過額 32百万円 

棚卸資産評価損 2百万円 

その他 5百万円 

繰延税金資産小計 838百万円 

評価性引当額 △541百万円 

繰延税金資産（固定）合計 296百万円 

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 616百万円 

その他 99百万円 

繰延税金負債（固定）合計 716百万円 

繰延税金負債（固定）の純額 419百万円 

 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 30.86％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.51％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △20.01％ 

評価性引当額の増減 8.20％ 

住民税均等割 0.62％ 

その他 △3.47％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 19.71％ 

 

 

【関連当事者との取引に関する注記】 

(1）親会社及び法人主要株主等 

種類 会社等の 
名称 

住所 

資本金 
又は 

出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の 
所有 

（被所有） 
割合（％） 

関係内容 

取引の内容 取引金額 
(百万円) 

科目 期末残高 
(百万円) 役員の 

兼任等 
事実上の 

関係 

親会社 

ＡＮＡホー

ルディング

ス㈱ 

東京都 

港区 
318,789 

グループ経

営戦略策

定、経営管

理業務等 

（被所有） 

直接 

100.00％ 

有 

資金の借入

における取

引 

資金の借入 1,560 

一年内返済

長期借入金 
260 

長期借入金 1,300 

資金の貸付 7,671 短期貸付金 7,671 

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 貸付金及び借入金については、市場金利を勘案し利率を合理的に決定しております。 

② 取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2）子会社等 

種類 会社等の 
名称 

住所 

資本金 
又は 

出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の 
所有 

（被所有） 
割合（％） 

関係内容 

取引の内容 取引金額 
(百万円) 

科目 期末残高 
(百万円) 役員の 

兼任等 
事実上の 

関係 

子会社 
ＡＮＡフー

ズ㈱ 

東京都 

港区 
323 

青果物等の

食品卸事業 

（所有） 

直接 

100.00％ 

有 
食品事業に

おける取引 

為替予約立

替 
1,231 立替金 1,231 

資金の貸付 641 長期貸付金 523 

利息の受取

額 
8 短期貸付金 118 

子会社 ANA FESTA㈱ 
東京都 

港区 
50 

食料品・雑

貨等の販売

及び喫茶業 

（所有） 

直接 

100.00％ 

有 

店舗運営事

業等におけ

る取引 

資金の借入 2,369 短期借入金 2,369 
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種類 
会社等の 

名称 住所 

資本金 
又は 

出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の 
所有 

（被所有） 
割合（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 科目 

期末残高 
(百万円) 役員の 

兼任等 
事実上の 

関係 

子会社 

インターナ

ショナル・

カーゴ・サ

ービス㈱ 

東京都 

大田区 
30 

通関代行及

び物流事業 

（所有） 

直接 

70.00％ 

有 

航空機部品

事業等にお

ける取引 

資金の借入 635 短期借入金 635 

子会社 

全日空商事

デューティ

ーフリー㈱ 

千葉県 

成田市 
100 

免税品の販

売業 

（所有） 

直接 

100.00％ 

有 

店舗運営事

業等におけ

る取引 

資金の借入 1,649 短期借入金 1,649 

子会社 ㈱藤二誠 
山梨県 

甲府市 
310 

食料品・雑

貨等の販売

業 

（所有） 

直接 

99.00％ 

有 
雑貨事業に

おける取引 
資金の借入 778 短期借入金 778 

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格を決定しております。 

② 貸付金及び借入金については、市場金利を勘案し利率を合理的に決定しております。 

③ 取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(3）兄弟会社等 

種類 会社等の 
名称 

住所 

資本金 
又は 

出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の 
所有 

（被所有） 
割合（％） 

関係内容 

取引の内容 取引金額 
(百万円) 

科目 期末残高 
(百万円) 役員の 

兼任等 
事実上の 

関係 

親会社 

の 

子会社 

全日本空輸

㈱ 

東京都 

港区 
25,000 

航空運送事

業 
なし 有 

航空機部品

事業等にお

ける取引 

航空機部品

の調達及び

修理の受託

航空関連車

輌等のリー

ス等 

26,108 

売掛金 2,790 

未収金 769 

前受収益 559 

リース投資

資産 
2,269 

親会社 

の 

子会社 

㈱ANAケータ

リングサー

ビス 

東京都 

大田区 
100 

機内食の製

造・調理及

び機内サー

ビス用品の

搭載等 

なし なし 

航空関連車

両等におけ

る取引 

航空関連車

両等のリー

ス等 

186 
リース投資

資産 
2,278 

親会社 

の 

子会社 

ANA成田エア

ポートサー

ビス㈱ 

千葉県 

成田市 
60 

旅客ハンド

リング・グ

ランドハン

ドリング等 

なし なし 

航空関連車

両等におけ

る取引 

航空関連車

両等のリー

ス等 

41 
リース投資

資産 
647 

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 貸付金については、市場金利を勘案し利率を合理的に決定しております。 

② 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格を決定しております。 

③ 取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

(1）１株当たりの純資産額 22,085円59銭 

 

(2）１株当たりの当期純利益 1,361円72銭 

 

 

【重要な後発事象に関する注記】 

 該当事項はありません。 
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